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常総市コミュニティバス運行業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 
 

この要領は，「常総市コミュニティバス運行業務委託（以下，「本業務」という。）」に係る受託

候補者の選定を，公募型プロポーザル方式により実施するために必要な事項を定めるものであ

る。 

 

１ 業務目的 

常総市（以下「本市」という。）では，地域が抱える課題を解決するために，それぞれの公

共交通の役割分担等を明確にするとともに，市民ニーズに対応した最適でわかりやすい地域

公共交通網をまちづくり施策と連携して構築することが必要となっている背景から，常総市

地域公共交通計画及び常総市コミュニティバス運行基本計画を策定した。これらの計画に位

置づけた，地域特性に応じた持続可能な地域公共交通の再編事業を推進し，地域から拠点への

接続を強化することを目的として，地域内移動に対応するコミュニティバスの運行の導入を

予定している。 

本業務は，コミュニティバスの運行並びにこれに付帯する運行管理及び運賃の徴収等を行

うものである。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

常総市コミュニティバス運行業務委託 

 

（２）業務内容 

   別紙１「常総市コミュニティバス運行業務委託仕様書」のとおり 

 

（３）契約期間 

契約締結日の翌日から令和１１年３月３１日までとする。 

ただし，履行期間内に提出を求める成果物等の納入期限は協議により定める。 

なお，運行期間は令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までを予定する。 

 

（４）委託料限度額 

３７３，０００千円（消費税及び地方消費税を含む。）以内 

・委託料限度額のうち，令和５年度使用可能上限額：１３，０００千円 

・令和６年度から令和１０年度の債務負担行為限度額：３６０，０００千円 

※委託料限度額を超える額で提案した事業者は，失格とする。 

 

３ 参加資格 

次に掲げる要件をすべて満たす者であること 
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（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していない

者であること。 

（２） 常総市建設工事等の契約に係る指名停止等措置要綱（平成１０年水海道市告示第２８号）

の規定による指定停止を現に受けていない者及び国又は他の地方公共団体が行う競争入

札への参加が停止されていない者であること。 

（３） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者でないこと。 

（４） 常総市暴力団排除条例（平成２４年常総市条例第４号）に規定する暴力団員又は暴力団

若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

（５） 当該業務を円滑に遂行するために必要な組織，人員，資金等の経営基盤を有する者であ

ること。 

（６） 国税及び地方税の滞納がないこと。 

（７） 地方公共団体等と直近１０年間に本業務と同種の契約を締結した実績を有する者である

こと。 

 

４ スケジュール 

  本業務における契約締結までのスケジュールは以下のとおりとする。なお，下記スケジュ

ールは予定であり変更する場合もある。その場合は事前に連絡を行う。 

項  目 期  限 

公募の開始 令和５年４月２１日（金） 

質問の受付 
令和５年４月２１日（金）から 

令和５年４月２７日（木）午後５時まで 

質問に対する回答 令和５年５月８日（月）【予定】 

企画提案書等提出期限 令和５年５月１５日（月）午後５時まで 

一次審査（書類審査）の実施 令和５年５月１８日（木）【予定】 

一次審査結果通知 令和５年５月１９日（金）【予定】 

二次審査（プレゼンテーション）の実施 令和５年５月２３日（火）【予定】 

二次審査結果通知 令和５年５月２６日（金）【予定】 

契約交渉期間 令和５年５月下旬【予定】 

契約締結 令和５年６月上旬【予定】 

 

５ 企画提案手続き等に関する事項 

（１）担当部局 

常総市 都市建設部 都市計画課 都市計画係 

〒３０３－８５０１ 茨城県常総市水海道諏訪町３２２２番地３ 
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常総市役所本庁舎２階 

電話番号：０２９７－２３－２１１１（代表） 内線２７１０ 

電子メール: mobility@city.joso.lg.jp 

 

（２）実施要領等の配布 

ア 配布期間 

    令和５年４月２１日（金）から令和５年５月１５日（月）午後５時まで 

イ 配布方法 

    本市ホームページにおいて公表するので，ダウンロードして使用すること。 

 

（３）質問の受付 

ア 受付方法 

    質問書（様式第１号）により，電子メールにて下記のメール送信先へ送信すること。 

   イ メール送信先 

    電子メール：mobility@city.joso.lg.jp 

    ※電子メール送信後，担当係宛てに必ず電話により到達確認を行うこと。 

ウ 受付期間 

    令和５年４月２１日（金）から令和５年４月２７日（木）午後５時まで 

エ 回答の方法 

令和５年５月８日（月）までに，本市ホームページ上に回答を公開する。なお，回答

に当たり，質問をした者の社名又は名称は明らかにせず，質問内容に事業者が特定さ

れるものがある場合は回答から除外することがある。 

オ その他 

    ・上記の受付方法及び受付期間以外の質問は一切受け付けない。 

    ・回答の内容に疑義がある場合でも，それ以上の質問には回答しない。 

 

（４）企画提案書等の提出 

ア 提出期限 

令和５年５月１５日（月）午後５時まで 

イ 提出方法 

上記（１）へ持参又は郵送により提出すること。 

持参の場合は，土曜日，日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午後５時までに提

出すること。郵送の場合は，一般書留又は簡易書留により，提出期限までに必着のこ

と。 

ウ 提出書類 

① 参加意思表明書（様式第２号） 

② 誓約書（様式第３号） 

③ 会社概要等整理表（様式第４号） 
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④ 受注実績等整理表（様式第５号） 

⑤ 安全確保方策確認書（様式第６号） 

⑥ 企画提案書（様式第７号） 

・別紙２「企画提案書作成要領」に基づき，各項目に関し個別に作成すること。 

・見積書（任意様式） ※見積書には年度ごとの詳細な明細を添付すること。 

⑦ 業務実績等の紹介資料（任意様式）（パンフレット，周知資料等） 

   ※全ての書類に事業者名を記載すること。 

エ 提出部数 

① 紙媒体：原本１部 写し１５部 

② 電子媒体：１枚（提出書類データをＣＤ－ＲＯＭ等に保存したもの。） 

※電子媒体に保存するデータのファイル形式は，Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｗｏｒｄ， 

Ｅｘｃｅｌ，ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔのいずれかとする。 

 

６ 審査方法 

（１）一次審査（書類審査） 

   ア 審査の方法等 

    ・別紙３「事業者選定審査要領」のとおり 

イ 結果通知 

    ・一次審査の選考結果は，令和５年５月１９日（金）【予定】に，文書（郵送）で参

加申込者あてに通知するとともに，電子メールに添付して送付する。 

    ・選考に対する異議には一切応じないものとする。 

 

（２）二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング） 

   ア 実施日 

    ・令和５年５月２３日（火）【予定】 

    ・日時，場所等の詳細については，一次審査通過事業者あてに別途連絡する。 

   イ 審査の方法等 

    ・別紙３「事業者選定審査要領」のとおり 

   ウ 説明員 

    ・会場への入室は，４名以内とする。 

   エ 結果通知 

    ・二次審査終了後，選考結果並びに採点結果については，文書（郵送）により通知す

る。 

    ・選考結果に対する異議には一切応じないものとする。 

 

７ 契約の締結 

（１）審査結果に基づき，契約優先交渉権者と協議し，その協議が整ったときは，仕様書を調

整の上，本業務に係る契約を締結するものとする。 
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（２）契約優先交渉権者が「３ 参加資格」を満たさないと判明したとき，又はその他の理由

により契約の締結が困難となったときは，次点交渉権者と協議するものとする。 

 

８ その他 

（１）提出書類の作成及び提出に関する費用は参加申込者の負担とする。なお，提出書類の返

却は原則行わない。 

 

（２）提出書類の著作権は，参加申込者に帰属する。ただし，本市が本件の報告，説明，公表

等のために必要な場合は，提出書類の内容を無償で使用できるものとする。 

 

（３）常総市情報公開条例（平成１３年水海道市条例第１７号）に基づく公開請求があったと

きは，同条例の規定により公開することがあるため，提出書類に経営上の秘密その他公

開されたくない情報が含まれているときは，その旨をあらかじめ書面により申し出るも

のとする。 

 

（４）提出書類に虚偽の記載をした場合は，企画提案書等を無効にする。 

 

（５）提出書類の作成に使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨とする。 

 


